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第 1 章 緒言 

 

1.1 研究背景 

1.1.1 日本のエネルギー問題と現状 

 現在、日本の主要なエネルギー問題としてエネルギー自給率の低さが挙げられる。2021

年度における日本のエネルギー自給率はわずか 13.3%(1)であり、他の OECD 諸国と比較

しても 38 か国中 37 位(1)という低い水準である。日本では東日本大震災後に原子力発電所

の稼働が停止したことでエネルギー自給率が大幅に下がった。近年、原子力発電所の再稼

働や再生可能エネルギーの拡大により徐々に上がってきてはいるが、依然として震災前の

水準には届いていない。日本の一次エネルギー供給構成としては原子力発電所の稼働率が

依然として低いことで化石燃料への依存度がより高まり、2021 年度における化石燃料依

存度は 83.2％(1)であった。そもそも日本は国産のエネルギー資源が乏しいことから、国内

のエネルギー需要のほとんどを海外から輸入する石油、石炭、天然ガスなどの化石燃料に

大きく依存している。しかし、エネルギー資源の海外への依存度の高さは国際情勢に影響

されやすく、輸入先および輸送経路内の国や地域の情勢によってエネルギーの確保が難し

くなる可能性がある。加えて、供給の不安定化によりエネルギー価格が大きく変動するリ

スクもある。そのため、日本国内で国産のエネルギー資源を保有することがエネルギーの

安定供給およびエネルギー価格の安定性において必要となる。 

また、エネルギー分野における環境問題への対策も世界的な課題であり、気候変動の原

因とされている温室効果ガスの排出削減が必要である。カーボンニュートラルや脱炭素社

会に向けた取り組みにおいて再生可能エネルギーの導入強化に注目が集まってはいるが、

エネルギー変換効率や経済性を考慮したときにエネルギー供給における主力化は難しく、

化石燃料であるエネルギー資源が求められる。現在、日本でも一部の地域で石油や天然ガ

スが生産されているが、その生産量は国内消費量に対してごく少量である。  

そこで、日本で注目されているエネルギー資源のひとつがメタンハイドレート（以下

MH とする）である。天然ガス資源の一部である MH は日本の周辺にも存在が確認され

ており、生産を商業化できれば日本のエネルギー供給に多大な影響を与える可能性がある。

しかし、現時点においてはまだ商業的には生産されておらず、MH をエネルギー資源とし

て利用するための技術開発が進められている段階である。  
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1.1.2 メタンハイドレートについて 

 MH とは低温高圧の環境下において、かご状の水分子の内部に天然ガスの主成分である

メタン分子が閉じ込められた構造の水和物である。低温高圧の状態でのみ安定的に存在す

るため、自然界においては永久凍土地帯および水深数百 m 以深の海洋中に存在し、常温

常圧の環境では水とメタンに分離する。海水中における MH の生成およびメタンガスと

水への分離の環境条件として圧力・温度の関係における相平衡曲線を Fig. 1 に示す。ま

た、Fig. 1 の相平衡曲線と海水中の温度変化を重ねたグラフの一例を Fig. 2 に示す。Fig. 

2 において、相平衡曲線と温度変化のグラフが重なる点の水深をそれぞれ上限と下限とし

た領域が MH の理論的な安定存在領域となる。 

日本周辺の深海底において存在が確認されている MH は、その存在形態により砂層型

および表層型の 2 種類に分類される（Fig. 3）。砂層型は水深 1000 m 程度の海底面下数百

m の砂質層内に砂と混じり合った状態で存在し、主に太平洋側に多く存在している。対し

て表層型（Fig. 4）は水深 500 m 以深の海底面およびそこから比較的浅い深度の泥層内に

塊状で存在し、主に日本海側に多く存在している。 

MH の主成分はメタンガスであるため、用途としては天然ガスの代替としての利用が考

えられる。固体として存在する MH は圧力を下げるか温度を上げるとメタンガスと水に

分解され、採取時にはメタンガスとして回収する。回収したメタンガスは天然ガスと同様

に主に都市ガスや発電の燃料としての利用が検討されている。当然、MH の分解によるメ

タンガスも天然ガスと同様に化石燃料であるため、燃焼時の環境影響が懸念される。しか

し、天然ガスは燃焼時の環境負荷が石油や石炭といった他の化石燃料と比較すると小さい

という利点がある。地球温暖化の原因である二酸化炭素および光化学スモッグなどの大気

汚染の原因とされる窒素酸化物の排出量が少なく、酸性雨の原因となる硫黄酸化物は全く

排出されない。そのため、石炭や石油の代替として天然ガスを利用できる分野においては

現在より環境への影響を低減できると考えられる。また、カーボンニュートラルの推進に

より化石燃料の使用自体が敬遠されているが、燃焼時に排出される二酸化炭素を地下に貯

留して利用する技術（CCS: Carbon dioxide Capture and Storage・CCUS: Carbon dioxide 

Capture, Utilization and Storage）を組み合わせることでカーボンニュートラルの実現が

可能であり、安定供給の観点から MHは今後とも必要なエネルギー資源であるといえる。

また、メタンガスは水素を製造する際の原料としても利用されている。水素は燃焼時に二

酸化炭素を排出しないことから、カーボンニュートラルの実現において欠かせない燃料で
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ある。メタンガスから水素を製造する際に排出される二酸化炭素に関しても、前述の

CCS・CCUS を組み合わせることでカーボンニュートラルの実現が可能となる。  

現在、存在が確認されている MH に関して、砂層型は東部南海トラフにメタンガス換

算で約 1.1 兆 ㎥の賦存が確認されており、これは日本の天然ガス消費量約 10 年分に相当

する。表層型に関しては、新潟県上越沖の 1 箇所で日本の天然ガス消費量約 2 日分に相当

する約 6 億 ㎥の賦存が確認されており、日本海の 10 海域で表層型 MH の存在可能性が

ある地質構造が 1742 か所も確認されている(5)。これらの賦存量を踏まえると、MH は日

本のエネルギーの安定供給を支えるエネルギー資源になり得ると考えられる。  

 

 

 

Fig. 1 Phase equilibrium curve between MH and methane gas + water (2) 
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Fig. 2 Stability region of MH in the sea 

 

 

Fig. 3 Existence forms of MH (3) 
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Fig. 4 Shallow type MH (4) 

 

 

1.1.3 メタンハイドレート粒子について 

 MH の存在形態のうち表層型 MH が存在している海域においては、海底面より湧出す

るメタンガス（メタンシープ）による柱状のガス上昇流であるメタンプルームも同時に確

認されている。塊状で存在している表層型 MH に加えて、メタンプルームの気泡ひとつ

ひとつもハイドレートとなる。海底面から湧出したメタン気泡は海水との界面がハイドレ

ート化し、厚さ約 90 μmの薄いハイドレート被膜(6)を形成する（Fig. 5）。そのため大部分

が気体の泡であるが表面は固体という粒子になる。本研究において、このハイドレート被

膜を有しているメタン気泡を MH 粒子（Fig. 6）と呼ぶ。 

MH 粒子も MH と同様に高温低圧の安定領域でのみハイドレートの被膜が形成される

ため、MH 粒子が海水中を上昇して安定領域の上限深度に達したところで被膜部分が分解

し、内部のメタンガスは海水中に溶解する。通常、深海底からのメタンプルームは海水中

への溶解や微生物活動による消費から大気のメタン濃度に寄与しないとされているが、ハ

イドレートの被膜に覆われた状態で表層の海域まで輸送されることで大気のメタン濃度

に寄与することが示唆されている(7)。 

このようなメタンガスによる環境影響や MH 粒子が MH の生産量に寄与することを踏

まえると、MH 粒子も表層型 MH と同様に回収することが必要であると考えられる。 
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Fig. 5 Difference between methane bubble and MH particle 

 

 

 

Fig. 6 MH particles accumulating in the funnel 
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1.1.4 メタンハイドレートの生産技術 

 経済産業省は 2013 年頃より MH の資源量の把握や回収方法の調査、環境への影響など

の本格的な研究開発を始めた。現在は経済産業省資源エネルギー庁より委託された国立研

究開発法人産業技術総合研究所（産総研）が実施している「表層型メタンハイドレートの

研究開発事業」において、表層型 MH の回収・生産技術の研究開発が行われている。 

現在、産総研が実施している表層型 MH の回収・生産に向けた技術開発においてドー

ム状膜構造物の利活用が検討されている（Fig. 7）。塊状で存在する表層型 MH は大口径

ドリルを用いて採掘を行う。その際、ドーム状膜構造物で周囲を覆うことにより回収時の

取りこぼしが少なくなることや、採掘により生じる泥や砂などの拡散を低減させて海洋の

汚濁防止が可能になるという利点がある。また、表層型 MH の付近で海底面より湧出し

ている MH 粒子も同時に回収することが可能となる。 

膜構造物を用いた MH 粒子の捕集では海水中を上昇している MH 粒子が膜材表面に衝

突後、膜材表面上を伝ってドームの頂点部分へと集積される。その後、膜構造物に接続さ

れているライザー管を通って水上まで輸送される。MH 粒子が膜材表面に衝突する際、条

件によっては膜材に対して付着および堆積することが考えられる。効率的に回収するため

にはこの付着や堆積を防ぐことが重要である。そのため、膜構造物の設計や膜材の選定を

するにあたり MH 粒子の膜構造物内における挙動を理解しなければならない。  

MH 粒子の挙動に関しては、既往研究において実験装置内で発生させた MH 粒子の流

体力学的な特徴および粒子径と形状や上昇速度等との関係が明らかにされており(6)、実環

境における実測データをもとに考察が行われている(8)。また、ハイドレート被膜の有無に

より MH 粒子とメタン気泡の挙動に相違があることが明らかにされている (9)。しかしな

がら、MH 粒子に関しての実測データは少なく、その運動特性を決定づけるには未解明な

点が多く残っている。そのため、膜構造物の設計に必要なデータを取得するには実際の環

境や低温高圧環境を再現した実験装置内で多くの実験を行う必要がある。しかしながら、

表層型 MH および MH 粒子が存在する環境は深海底であり、何度も実環境にて実験を行

うには時間的にも経済的にも負担が大きくなる。そこで、MH 粒子の挙動を再現可能な運

動モデルを確立することができれば、数値シミュレーションを用いることで膜構造物の設

計に必要なデータを取得することが可能になる。 
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Fig. 7 Use of membrane structure to collect MH and MH particles 

 

 

1.2 本研究の目的 

 本研究の目的は、MH 粒子の膜構造物内における挙動を観測および解析することでデー

タを取得し、その運動特性を解明すること、並びに取得したデータをもとに数値シミュレ

ーションにおいて実際のMH粒子の挙動を再現可能な運動モデルを提案することである。 

具体的なMH粒子の挙動に関しては、水中での上昇運動と膜材表面上での付着や堆積、

滑動といった運動の大きく２つに分けて観測を行う。また、それぞれの運動において影響

を及ぼす物性値や環境条件を特定し、数値解析を繰り返すことで粒子の運動を再現するモ

デルを構築する。 
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第 2 章 方法 

 

2.1 MH 粒子の水中上昇運動の観測 

2.1.1 実験方法 

 表層型MHおよびメタンプルームの存在が確認されている日本海上越沖の海鷹海脚（水

深 900～1050 m の海底の高まり）（Fig. 8）にて MH 粒子の水中上昇運動の観測実験を行

った。観測地点は水深約 900 m かつ海水温 0～1 ℃の深海底であり、MH の安定存在領域

内に該当する。したがって、メタンプルームにおけるメタン気泡はハイドレート被膜を有

する MH 粒子となる。本実験では海底面より湧出した MH 粒子が海水中を上昇する様子

を観測し、撮影した映像を解析することで MH 粒子の運動データを取得した。 

観測は調査船より遠隔操縦水中ロボット（ROV: Remotely Operated Vehicle）（Fig. 9）

を海底へと降ろし、ROV に搭載されているハイビジョンカメラを用いて行った。海中で

は ROV をスラスターで静止させ、海底面から約 0.5 m の高さで MH 粒子を撮影した。撮

影された映像はリアルタイムに調査船内のモニタに表示され、映像をもとに実験装置の操

作および観測を行った。また、同時に映像を録画して画像解析にも用いた。実験の概要図

を Fig. 10 に、撮影画面を Fig. 11 に示す。撮影をする際、ROV のマニピュレータにキャ

リブレーション用のスケールを貼付した黒い金属板を持たせ、海水中を上昇している MH

粒子の背景として映るように固定した。また、ROV に搭載されている LED ライトにより

MH 粒子に光が反射するようにライティングを調節した。この撮影方法により背景色に対

して MH 粒子のコントラストを生じさせ、観測および解析を行いやすくした。撮影した

映像の解像度は 1280×720 px であり、撮影速度は 25 fps である。また、本実験は産総研

の海洋実験として 2022 年 8 月 1 日に行われた調査航海において、ROV のダイブ 12 とし

て実施されたものである。 

実験環境の物性値に関しては、ROV に搭載されている塩分・水温・水深計（CTD: 

Conductivity Temperature Depth Profiler）を用いて海水中の圧力、水温、塩分濃度、密

度等の計測を行った。計測した値を Table 1 に示す。 

 

Table 1 Physical properties of seawater 

Depth [m] Pressure [MPa] Temperature [℃] Salinity [％] Density [kg/m3] 

901 9.117 0.4 3.4 1027.3 
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Fig. 8 The location of Umitaka spur (10) 

 

 

 

Fig. 9 ROV stored in the TMS (Tether Management System) 
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Fig. 10 Experimental apparatus for measuring the rising motion of MH particles 

 

 

 

Fig. 11 Recording MH particles rising in seawater 



12 

 

2.1.2 画像解析方法 

 撮影した映像は二次元動画計測ソフトウェア「Move-tr/2D（株式会社ライブラリー）」

を用いて解析を行った。このソフトウェアでは、一定の時間間隔で連続的に取り込まれた

画像から追跡したい対象物を自動認識で指定し、その面積重心を計測しながら自動追跡を

行うことができる。そこで、実験にて撮影したカラーの連続画像を白黒画像に変換し、画

像上の MH 粒子を自動追跡することで、その二次元座標・距離・速度・最大径等の数値デ

ータを時系列で取得した。解析ソフトウェアにおいて MH 粒子を追跡している様子を Fig. 

12 に示す。解析範囲はソフトウェア上で指定ができ、実際距離で約 300 mm×100 mm の

範囲内で粒子の追跡を行った。座標系に関しては解析画面に対して水平方向を𝑥軸、鉛直

方向を𝑦軸と定義し、MH 粒子の𝑦軸方向速度を MH 粒子の上昇速度と定義した。約 60 秒

間の映像、連続画像に換算すると 1500 枚の画像を解析し、合計 195 個の MH 粒子に対し

て計測を行った。 

 

 

 

Fig. 12 Analyzing the motion of MH particles 
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2.2 MH 粒子の膜上運動の観測 

 MH および MH 粒子の回収で用いる膜構造物において使用が検討されている膜材には

複数種類の候補があり、繊維の素材や表面のコーティングおよび様々な加工によってその

特性が異なる。海水中を上昇している MH 粒子が膜材表面に衝突する際の挙動は、各膜

材の有する特性の違いによって異なることが推測できる。実際に、膜材の種類や設置され

た角度によっては Fig. 13 に示すように MH 粒子が膜材表面に付着・堆積する挙動が確認

されている。そこで、室内の実験装置を用いて MH 粒子の膜上運動の観測実験を行った。

実験では膜材の種類および角度に対する MH 粒子の膜上流動性の違いを計測した。  

本実験は産総研の表層型 MH の研究開発事業において共同研究を行っている東京海洋

大学の近藤研究室により実施されたものであり、数値シミュレーションにおける再現対象

として本研究で用いるために実験データの提供をしていただいた。実験は表層型 MH の

安定存在領域である実環境を再現した室内の実験装置を用いて行った。実験装置の概要を

Fig. 14 に示す。実験装置は水で満たされており、ノズルよりメタンガスを投入してメタ

ンの気泡を発生させた。投入されたメタン気泡は低温高圧の環境により MH粒子となり、

上昇した MH 粒子が角度を与えた膜材の表面に衝突した後の膜上挙動をカメラにて撮影

する。その後、撮影した映像をもとに投入粒子数に対して膜上を流動した粒子数をカウン

トし、その割合を粒子の膜上流動性として膜材の評価を行った。  

 実験条件は水圧 6 MPa、水温 1～2.5 ℃であり、MH の安定存在領域と同条件である。

実験装置内の水は溶存する物質の影響を排除するために純水が用いられた。対象の膜材は

膜材 A～H の 8 種類であり、水平を 0 度、垂直を 90 度として 5 度、10 度、15 度、20 度、

25 度、30 度の合計 6 種類の角度に対して計測を行った。撮影した映像の画面を Fig. 15

に示す。この画面内を横切るように膜材上を完全に滑り上がる粒子を流動する粒子として

定義している。  
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Fig. 13 MH particles accumulated on the membrane surface 

 

 

Fig. 14 Experimental apparatus for measuring MH particle motion on the membrane 
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Fig. 15 Recording MH particles on the membrane 

 

 

2.3 数値解析 

 数値シミュレーションにおいて MH 粒子の挙動を再現した運動モデルを構築するた

め、実験で取得したMH粒子の上昇運動および膜上運動のデータをもとに解析を行った。

解析には本研究室で開発が進められている熱流体解析ソルバー「FFR-Comb（NuFD/ 

FrontFlow Red extended by Kyushu University, CRIEPI and NuFD）」を用い、固液二相流

のシミュレーションとして計算を行った。 

 

2.3.1 支配方程式 

流体運動の解析には乱流モデルにラージエディシミュレーション（LES: Large Eddy 

Simulation）を用いた。流体は海水を想定しているため非圧縮性流体とし、LES における

サブグリッドスケール応力モデルには標準スマゴリンスキーモデルを用いた。支配方程式

として、質量保存方程式および運動量保存方程式に空間的なフィルターをかけ、渦粘性近

似したものをそれぞれ式(1)、式(2)として以下に示す。 
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𝜕𝑢̅𝑖
𝜕𝑥𝑖

= 0 (1) 

𝜕𝜌𝑢̅𝑖
𝜕𝑡

+
𝜕(𝜌𝑢̅𝑖𝑢̅𝑗)

𝜕𝑥𝑗
= −

𝜕𝑝̅

𝜕𝑥𝑖
+

𝜕

𝜕𝑥𝑗
{(𝜇 + 𝜇𝑡) (

𝜕𝑢̅𝑖
𝜕𝑥𝑗

+
𝜕𝑢̅𝑗

𝜕𝑥𝑖
)} + 𝐹𝑖 (2) 

 

ここで、𝑢𝑖 (𝑖 = 1, 2, 3)は速度の𝑥𝑖方向成分、𝜌は密度、𝑡は時間、𝑝は圧力、𝜇は粘性係数、

𝜇𝑡は渦粘性係数、𝐹𝑖は重力、浮力などの外力である。運動量保存方程式の移流項の離散化

スキームには 2 次精度中心差分法と 1 次精度風上差分法を 8：2 の混合比で用いた。ま

た、時間積分には Euler 陰解法を用いた。 

 粒子運動の解析には離散要素法（DEM: Discrete Element Method）を用いた。DEM は

粒子の支配方程式として並進運動・回転運動の運動方程式を用い、粒子の移動、粒子と壁

面との衝突、粒子どうしの衝突を計算する方法である。本解析においては回転運動を考慮

せず、並進運動のみを用いて計算を行う。以下に並進運動の運動方程式を示す。 

 

𝑚
𝑑𝑢𝑝

𝑑𝑡
= 𝑭𝐶 + 𝑭𝐷 +𝑚𝒈 (4) 

 

ここで、𝑚は質量、𝑢𝑝は速度、𝑡は時間、𝑭𝐶は接触力、𝑭𝐷は流体力、𝒈は重力加速度である。

DEM では、粒子が壁や粒子と接触すると接触力が働く。接触力は式(5)に示すように法線

方向と接線方向に分けられる。 

 

𝑭𝐶 = 𝑭𝐶𝑛𝑖𝑗 + 𝑭𝐶𝑡𝑖𝑗 (5) 

 

𝑭𝐶𝑛𝑖𝑗は法線方向の接触力、𝑭𝐶𝑡𝑖𝑗は接線方向の接触力であり、法線方向成分は斥力、接線方

向成分は摩擦力として働く。DEM において粒子どうしが衝突する際、粒子の変形は考慮

せず、オーバーラップを許容する。そのため、粒子𝑖と粒子𝑗がオーバーラップする際の接

触力を Fig. 16 に示すようなばね・ダッシュポット系によってモデル化する。接触力の法

線方向成分に関してはばねとダッシュポットを並列に配置したフォークトモデルを考慮

し、接線方向成分に関してはフォークトモデルとスライダーを直列に配列したモデルを用
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いる。式(6)、式(7)にばねの弾性反発力とダッシュポットの粘性減衰力の和で表される各

方向の接触力を示す。 

 

𝑭𝐶𝑛𝑖𝑗 = −𝐾𝑛𝜹𝑛𝑖𝑗 − 𝐷𝑛𝒗𝑛𝑖𝑗 (6) 

𝑭𝐶𝑡𝑖𝑗 = −𝐾𝑡𝜹𝑡𝑖𝑗 −𝐷𝑡𝒗𝑡𝑖𝑗 (7) 

 

ここで、𝜹は粒子𝑖と粒子𝑗が接触した際のオーバーラップであり、Fig. 17 にその定義を示

す。また、𝐾はばねの弾性反発係数、𝐷は粘性減衰係数であり、以下の式により計算され

る。 

 

𝐾𝑛 =
√2𝑟𝑝𝐸

3(1 − 𝜎2)
𝛿𝑛
1 2⁄ (8) 

𝐾𝑡 =
2√2𝑟𝑝𝐺

2 − 𝜎
𝛿𝑡
1 2⁄ (9) 

𝐷𝑛 = 𝛼√𝑚𝐾𝑛𝛿𝑛
1 4⁄ (10) 

𝐷𝑡 = 𝛾𝐷𝑛 (11) 

𝛾 = −
ln 𝑒

√𝜋2 + ln 𝑒
(12) 

 

𝑟𝑝は粒子半径、𝐸は縦弾性係数、𝐺は横弾性係数、𝜎はポアソン比、𝛼と𝛾は無次元定数であ

る。また、DEM では接線方向の接触力において 

 

|𝑭𝐶𝑡𝑖𝑗| > 𝜇𝑓|𝑭𝐶𝑛𝑖𝑗| (13) 

 

となる場合、滑りが考慮される。このとき、𝜇𝑓は摩擦係数である。この滑り効果は Fig. 16

のばね・ダッシュポットモデルにおいてはスライダーで表される。滑りが考慮されるとき、

摩擦力は次式で表される。 

 

𝑭𝐶𝑡𝑖𝑗 = −𝜇𝑓|𝑭𝐶𝑛𝑖𝑗|𝒕𝑖𝑗 (14) 
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また、流体運動に対する粒子の影響について、各コントロールボリュームにおける粒子

のボイド率𝛽を介して考慮すると、式(2)で示した運動量保存式は次式のように表される。 

 

𝜕𝛽𝜌𝑢̅𝑖
𝜕𝑡

+
𝜕(𝛽𝜌𝑢̅𝑖𝑢̅𝑗)

𝜕𝑥𝑗
= −

𝜕𝑝̅

𝜕𝑥𝑖
+

𝜕

𝜕𝑥𝑗
{𝛽(𝜇 + 𝜇𝑡) (

𝜕𝑢̅𝑖
𝜕𝑥𝑗

+
𝜕𝑢̅𝑗

𝜕𝑥𝑖
)} + 𝐶𝐷𝜌(𝑢̅𝑝𝑖 − 𝑢̅𝑖) + 𝐹𝑖 (15) 

𝛽 = 1 −
∑∆𝑡𝑠 ∙ 𝛼𝑝

∆𝑡
(16) 

 

ここで、𝐶𝐷は抗力係数、∆𝑡𝑠と∆𝑡は粒子計算のサブタイムステップと流体計算のタイムス

テップ、𝛼𝑝は各コントロールボリュームにおける粒子体積分率である。  

 

 

 

Fig. 16 Spring-dashpot model of contact force in DEM 
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Fig. 17 Overlap between particles in DEM 

 

 

2.3.2 解析領域および解析条件 

 解析領域は縦 120 mm×横 120 mm×高さ 300 mm の直方体であり、底面の中央部に粒

子投入ノズルを設置したものを用いた。また、解析領域内の底面から高さ約 200 mm の位

置に底面に対して角度を持たせた平板を設置した。これは、MH 粒子の膜上運動の観測実

験を行った実験装置を模擬した形状となっており、平板を実験装置における膜材として扱

う。Fig. 18 に解析領域および境界条件を示す。壁面境界における流速に関しては壁関数

に対数則を用いた。ノズル口付近に粒子の発生位置を設定し、投入された粒子が浮力によ

り上昇する運動および、平板に衝突してから平板に対して付着もしくは流動する一連の運

動を解析した。平板の角度に関しては実験と同様、5 度、10 度、15 度、20 度、25 度、30

度の６種類の解析領域を用意した。解析領域のセル数は約 170 万である。これを京都大学

のスーパーコンピュータシステム Camphor において 112 コア並列により解析した。時間

刻みを 1.0×10-3 s として、1 万ステップを計算する場合に約 1 時間を要した。 

 解析条件には実験における環境条件と同じ値を用いる。MH 粒子の上昇運動の観測実験
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を行った海鷹海脚と膜上運動の観測実験を行った室内実験装置における実験条件は異な

っており、数値シミュレーションにおいても再現する対象の運動に合わせて解析条件をそ

れぞれ設定した。それぞれの解析条件を Table 2 に示す。流体の温度、圧力、密度に関し

ては実験を行った際の測定値を用いた。また、純水の粘性係数の値については

Nagashima(11)の文献値を参考にした。海水の粘性係数については、Suzuki ら(12)により水

温 0℃の場合における値が以下の式で定義されている。 

 

𝜂𝑆𝑊 = 1.036𝜂H2O
(17) 

 

ここで、𝜂𝑆𝑊は海水の粘性係数、𝜂H2Oは純水の粘性係数であり、Nagashima(11)の文献値を

用いて計算を行った。 

解析ではまず、実環境である海鷹海脚の環境条件の下、粒子の上昇運動を再現するモデ

ルを構築する解析を行った。その後、室内実験装置の環境条件の下、上昇運動を再現した

モデルを用いて膜上運動の再現に取り組んだ。 

 

Table 2 Simulation conditions 

 Motion rising in water Motion sliding on membrane 

Temperature [K] 273.50 275.15 

Pressure [Pa] 9.117×106 6.000×106 

Density [kg/m3] 1027.3 1000.0 

Viscosity [Pa･s] 1.836×10-3 1.777×10-3 
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Fig. 18 (a) Computational domain and (b) boundary conditions 
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第３章 結果および考察 

 

3.1 MH 粒子の水中上昇運動 

3.1.1 計測結果 

実環境にて観測した MH 粒子の水中上昇運動について、画像解析を行って得られた運

動データとして Fig. 19 に粒子の径と上昇速度の関係を示す。また、Fig. 20 に粒子の径に

対する円形度の関係、Fig. 21 に上昇中の粒子の解析画面内𝑥軸方向（水平方向）の変位を

示す。各粒子の径、上昇速度、円形度の値に関しては、解析を行った連続画像の各シーン

において計測された値を平均したものである。粒子の径に関しては最大径を粒子径として

定義している。Fig. 19 より、計測された MH 粒子の多くは径が約 6 mm～9 mm であり、

上昇速度は約 0.20 m/s～0.30 m/s であった。また、粒子の径と上昇速度との間には正の

相関があることが確認できる。円形度に関して、画像解析ソフトより得た円形度は粒子の

二次元形状の複雑さを表しており、値が 1 のときは真円、値が小さくなるにつれて真円に

対する形状が複雑なものとなる。Fig. 20 より計測されたすべての MH 粒子の二次元形状

が真円ではないことが確認でき、粒子の径が大きくなるにつれて形状が真円から離れてい

くことが確認できる。また、Fig. 21 より MH 粒子は水中を上昇する際に水平方向にジグ

ザグの運動経路を有していることが確認できる。 

一般的に液中を上昇する気泡に関しては、その気泡径の大きさにより形状が球形状から

回転楕円体状、キノコ笠状へと変化することが知られている。また、球形状の気泡が鉛直

方向に直線的に上昇するのに対して、回転楕円体状の気泡は水平方向にジグザグ状に運動

しながら上昇する。MH 粒子に関しても、Sato ら(6)が計測した球等価直径が 3.8～7.8 mm

の MH 粒子は形状が回転楕円体状であり、ジグザグ運動をしながら上昇することが確認

されている。そのため、Fig. 20 で示した円形度に関して、実環境にて計測された MH 粒

子も回転楕円体と仮定することができ、そのことから Fig. 21 に示すようにジグザグの運

動経路を有しながら上昇していることが分かる。これらのことを踏まえると MH 粒子は

気泡と近い性質および水中挙動を有していることが分かる。そこで、再現モデルを構築す

るにあたり、気泡の挙動を示した文献を参考に解析を行う。 
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Fig. 19 Mean rising velocity of MH particles in seawater 

 

 

Fig. 20 Circularity of MH particles rising in seawater 
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Fig. 21 Horizontal displacement of MH particles rising in seawater 

 

 

3.1.2 数値シミュレーション 

 観測実験により得られた運動データをもとにＭＨ粒子の水中上昇運動を再現するため

の解析を行う。実験により得られた粒子の径と上昇速度および形状との関係、粒子の上昇

経路といった運動特性をすべて数値シミュレーションで再現することが理想である。しか

しながら、粒子運動解析に用いる DEM では粒子を剛体球と仮定して計算を行うため、粒

子は球形状であり、ジグザグ運動を伴わずに上昇することとなる。そのため、本研究にお

ける数値シミュレーションでは粒子形状による挙動の違いを再現することが難しく、粒子

の上昇速度のみに注目して運動の再現を行う。また、数値シミュレーションにてジグザグ

運動を再現できないため、上昇速度の計測値に関しては鉛直方向速度のみを考慮し、水平

方向速度は考慮しない。上昇速度の水平方向成分を考慮しないことで実験と数値シミュレ

ーションで MH 粒子が膜材に衝突する瞬間の力の方向が異なり、その後の膜上運動にも

影響が出ることが予測されるが本研究においては考慮しないものとする。  
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実験での観測により、MH 粒子は径によって上昇速度が変化するという結果が得られ

た。そこでまず、数値シミュレーションにおいて粒子の上昇速度を再現するために粒子径

と上昇速度の関係を定式化する。液中を上昇する単一気泡に関して、気泡の径と上昇速度

との間には Fig. 22 に示すような関係があることが明らかとなっている。Fig. 22 では気泡

径と上昇速度の関係が気泡径の大きさにより Regime1 と Regime2 の 2 つの領域に分けら

れている。Regime1 では気泡径が小さいために気液両相の粘性影響が支配的となり、レイ

ノルズ数が大きくなるにつれて抗力係数は小さくなる。そのため、気泡径が大きくなると

ともに上昇速度は増加する。Regime2 では気泡径が一定以上になることで粘性影響が小

さくなり、レイノルズ数の増加とともに抗力係数も増加する。そのため、気泡径が大きく

なるにつれて上昇速度が減少する領域がみられる。Tadaki ら(13)は Regime 1 と Regime 2

の境界に極大値が生じるのは気液の境界層にて剥離現象が生じ、抵抗が急激に増加したこ

とが原因だと推測しており、イソアミルアルコール中を上昇する気泡の測定値として気泡

径 3 mm 近辺で極大値を取得している。 

 

 

Fig. 22 Typical relation of terminal velocity vs particle diameter for clean fluids 
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MH 粒子に関してもこの関係が適用できると仮定すると、海鷹海脚にて計測した MH

粒子は粒子径が約 6～9 mm であるため、Regime2 に該当すると考えられる。Lehrer(14)は

この Regime2 における液中の気泡の上昇速度に関して、気泡がその径と同じ距離を移動

するときに気泡の前方から後方へと流れる液相の位置エネルギーが運動エネルギーに変

換されるとして、次式のように定式化している。 

 

𝑈 = √
(𝜌𝐿 − 𝜌𝑏)𝑔𝐷

2𝜌𝐿
+

3𝜎

𝜌𝐿𝐷
(18) 

 

式(18)は気泡に作用する重力および浮力による項と表面張力による項によって表され、ρL

は液体の密度、𝜌𝑏は気泡の密度、𝑔は重力加速度、𝐷は気泡の径、σは気泡と液体の界面張

力係数である。Sato ら(6)は式(18)における気泡と液体との界面張力係数σの値に MH 粒子

と海水との界面張力係数を用いることで、MH 粒子に対しても水中上昇速度の式として適

用可能としており、その値として 0.033 N/m(15)を用いている。また、実験において計測し

た MH 粒子の上昇速度データに対して最小二乗法を用いることで式中の係数を近似し、

実測値に基づく半理論式を導いている。同様の方法によって、Fig. 19 に示した計測結果

より実環境における MH 粒子の上昇速度として以下の半理論式を導いた。 

 

𝑈 = √0.668
(𝜌𝐿 − 𝜌𝑝)𝑔𝐷

𝜌𝐿
+ 3.79

𝜎

𝜌𝐿𝐷
(19) 

 

ここで、気泡の密度𝜌𝑏の値に MH 粒子の密度𝜌𝑝を用いる。MH 粒子の観測を行った水深

約 900 m、水温約 0 ℃の環境下におけるメタンガスと MH の密度をそれぞれ𝜌𝐺、𝜌𝐻とし、

その値として𝜌𝐺=65 kg/m3、𝜌𝐻=910 kg/m3 (6)を用いた。また、ＭＨ粒子におけるメタンガ

ス部分の体積、ハイドレート部分の体積、粒子全体の体積をそれぞれ𝑉𝐺 、𝑉𝐻、𝑉とすると

𝜌𝑝は次の計算式で表される。 

 

𝜌𝑝 =
𝜌𝐺𝑉𝐺 + 𝜌𝐻𝑉𝐻

𝑉
(20) 
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各体積𝑉、𝑉𝐺、𝑉𝐻に関しては以下の計算式で求めた。 

 

𝑉 =
𝜋𝐷3

6
(21) 

𝑉𝐺 =
4𝜋

3
(
𝐷

2
− 𝛿𝐻)

3

(22) 

𝑉𝐻 = 𝑉 − 𝑉𝐺 (23) 

 

ここで、𝛿𝐻は MH 粒子のハイドレート被膜の厚さであり、その値には𝛿𝑀𝐻= 90×10-6 m(6)

を用いた。ハイドレート被膜の厚さに関しては粒子の径によらず一定の値とする。 

Fig. 23 に実験の計測値、実環境の物性値を用いた式(18)および式(19)の値を示す。式

(19)は Fig.22 における Regime 2 での MH 粒子の上昇速度を表した式であるが、海鷹海

脚にて計測した MH 粒子の径は約 6～9 mm であるため、その範囲の径を有する粒子に対

してのみ適用できる。しかしながら、計測した MH 粒子よりも相対的に小さい径の粒子

も観測実験において確認しており、海鷹海脚で行われた別の観測実験においても小さいも

のだと約 4 mm の粒子が観測されている(9)。本研究における観測実験においては径が 4～

6 mm の粒子についての上昇速度は計測できていないが、気泡と MH 粒子の関係性からそ

れらの粒子も半理論式の関係に従うと考え、粒子径が 4 mm 以上の範囲において式(19)は

適用可能と推定した。これは、Sato ら(6)が計測した MH 粒子の径の最小値が 3.8 mm であ

ることからその範囲で半理論式を定義していること、および Tadaki ら (13)が測定した

Regime 境界の極大値が 3 mm であることを考慮すると妥当であると考えられる。 
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Fig. 23 Semi-theoretical equation of rising velocity of MH particles in Umitaka spur 

 

 

MH 粒子の水中における上昇速度に関して、観測した運動データから粒子の径が影響を

及ぼしていることを確認し、その関係を半理論式として定式化した。この半理論式による

上昇速度の値を数値シミュレーションにて再現する対象とする。流体中を上昇する粒子に

は浮力、重力、流体の粘性により生じる抗力が働く。粒子運動解析で用いる DEM におい

ても運動方程式の中で粒子に作用する流体力が考慮されており、抗力における抗力係数は

粒子の上昇速度を決定づけるのに重要な要素である。数値シミュレーションにおいてこの

抗力係数の値によって粒子の上昇速度を調節し、半理論式の値を再現する。ＭＨ粒子が水

中を上昇する際の抗力係数は、ＭＨ粒子に作用する重力、浮力、抗力が釣り合っているこ

とから求められる。MH 粒子に作用する重力𝐺は 

 

𝐺 = 𝑔 × (𝜌𝐺𝑉𝐺 + 𝜌𝐻𝑉𝐻) (24) 
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で表され、抗力係数の計算式として次式を得た。 

 

𝐶𝐷 =
𝜌𝐿𝑔𝑉 − 𝑔(𝜌𝐺𝑉𝐺 + 𝜌𝐻𝑉𝐻)

1
2 𝜌𝐿𝑈

2𝑆
(25) 

 

ここで、𝜇𝐿は水の粘性係数である。また、𝑆は粒子の投影面積であり、次式より求めた。 

 

𝑆 =
𝜋𝐷2

4
(26) 

 

Fig. 24 に流体中における剛体球、純水中を上昇する気泡および界面活性剤の水溶液中を

上昇する気泡の抗力係数のレイノルズ数に対するそれぞれの関係(14)を示す。また、実験に

て計測した MH 粒子および半理論式に基づくレイノルズ数と抗力係数の関係も同時に示

す。ここで、レイノルズ数に関しては次式より求めた。 

 

𝑅𝑒 =
𝜌𝐿𝑈𝐷

𝜇𝐿
(27) 

 

計測した MH 粒子の抗力係数の値は、粒子形状が回転楕円体状であることから剛体球の

抗力係数の値よりも大きな値になり、気泡のレイノルズ数と抗力係数との関係に近い相関

を示した。また、海水は不純物を含むために界面活性剤の水溶液中における気泡の抗力係

数に近い値をとると考えられるが、MH 粒子がハイドレートの被膜を有することから気泡

の抗力係数とは異なる結果になったと推測できる。解析においては半理論式による上昇速

度の値に基づくレイノルズ数と抗力係数の関係を用いる。その関係を多項式近似すること

で次式を得た。 

 

𝐶𝐷 = −5.82 × 10−13𝑅𝑒4 + 3.05 × 10−9𝑅𝑒3 − 6.33 × 10−6𝑅𝑒2 + 6.51 × 10−3𝑅𝑒 − 1.21 (28) 
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Fig. 24 Drag coefficients of MH particles 

 

式(28)で示した抗力係数の値を用いて抗力を定義する。数値シミュレーションにおいて粒

子に作用する抗力の値を調節しながら計算を繰り返すことで、解析結果における粒子の上

昇速度を半理論式の値に近づけていった。その結果、以下の式で定義する抗力𝐹𝐷を得た。 

 

𝐹𝐷 = 𝐶𝐷 × 180𝑅𝑒−0.1 (29) 

 

式(28)で定義した抗力係数および式(29)で定義した抗力の式を用いて解析を行うことで、

Fig. 25 に示す上昇速度の結果が得られた。Fig. 25 で示した解析結果の粒子の上昇速度は

100 ステップ刻みで粒子投入後の 200 ステップ後から 600 ステップ後までの 5 シーンの

平均速度である。粒子径が 4 mm～9.5 mm の範囲において 0.5 mm 刻みの合計 12 種類の

粒子径で 6 粒子ずつ計算した結果を示してある。Fig. 25 より数値シミュレーションにお

ける計算値が半理論式の値に重なるような結果を得られた。これより、上昇速度に関して

実際の MH 粒子を再現したモデルを構築できたと言える。 
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Fig. 25 Calculated value of rising velocity with MH particle model 

 

 

3.2 MH 粒子の膜上運動 

3.2.1 計測結果 

 MH 粒子の膜上運動の観測実験の結果として、膜材表面上での MH 粒子の流動性を Fig. 

26 に示す。粒子は各条件において約 200～400 個計測され、そのうち膜上で静止すること

なく滑り上がった粒子の割合を示している。膜材の種類および角度の違いによって MH

粒子の流動性が異なっていることが確認できる。どの膜材においても膜材の角度が大きく

なるにつれて粒子の流動性は高くなる。しかし、小さい角度でも高い流動性を有している

膜材もあれば、角度を大きくしても流動性が低いままの膜材もある。膜材表面上を流動す

る MH 粒子の挙動としては、膜材に衝突する際に跳ね返り、転がりながら膜上を流動す

る様子が観測された。MH 粒子が固体のハイドレート被膜を有していることから、気泡の

ように滑り上がるのではなく、転がり上がっていくのだと考えられる。また、一部の粒子
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は膜上の途中で張り付くような形で動きを止める。これは、MH 粒子のハイドレート被膜

部分がしわのある表面形状を有しているために膜上の不純物もしくは膜材表面の凹凸に

対して引っかかるのだと考えられる。また、膜上を流動中に被膜の一部が破れたためにガ

ス化し、再ハイドレート化する際に膜材表面に固着することも理由として考えられる。膜

材上で既に静止している粒子に対して流動する粒子が衝突する際は、衝突された粒子は大

きく変形するが動かず、変形の反動により衝突した粒子を押し返す動きが観測された。つ

まり、膜上で静止している粒子はかなり強い力で付着していると考えられる。そのため、

膜材表面に粒子が付着すると他の粒子の運動に影響を及ぼし、粒子が堆積していくと考え

られる。本実験に関しては、既に膜上で静止している粒子に衝突することで止まった粒子

は流動性を評価する際に考慮せず、粒子単体の膜材に対する流動性を評価した。また、実

験では粒子が膜上で流動するかどうかのみを評価し、粒子の径や速度の計測に関してはす

べての条件では行われなかったため、評価の対象から除外している。 

 

 

Fig. 26 Sliding rate of MH particle on membrane 
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3.2.2 数値シミュレーション 

数値シミュレーションにおいて、DEM の運動方程式における接触力によって膜材に対

する粒子の流動性を調節する。接触力の接線方向成分である粒子と膜材との間に働く摩擦

力は粒子の滑りを考慮するとき、摩擦係数を用いて表される。実験では膜材の種類によっ

て膜材表面の性質が異なるために粒子の流動性に違いが生じたと考えられる。そのため、

数値シミュレーションにおいては対象とする膜材ごとに膜材を模した平板が有する粒子

に対するパラメータを調節すれば、粒子の流動性の違いを再現可能だと考えられる。しか

しながら、プログラムの設定上の都合により膜材の条件は一定とし、各粒子が有するパラ

メータとして摩擦係数𝜇𝑓を与え、その値を調節することで膜材に対する粒子の流動性の違

いを再現した。数値シミュレーションでは、MH 粒子の上昇速度を再現したモデルを用い

て解析条件を MH 粒子の膜上運動の観測実験と同じ条件に設定し、粒子の径は 7 mm と

して解析を行った。Fig. 27～32 に膜材角度 5 度、10 度、15 度、20 度、25 度、30 度それ

ぞれの角度において摩擦係数の値を変化させたときの粒子の速度を示す。グラフでは粒子

が投入されてから鉛直方向に上昇している際の速度と膜材上を流動している際の速度が

示されており、膜上速度は粒子が膜材の上端に達した時点まで示している。それぞれの角

度において摩擦係数を 0.01 刻みで調節し、5～7 種類の値について計算を行った。摩擦係

数の値を調節することで粒子の膜上における速度が変化し、ある一定値以上の値に設定す

ると速度はゼロになって粒子は膜上で静止する。それぞれの角度において、粒子の膜上速

度がゼロであるときの摩擦係数をその角度における静止摩擦係数と定義する。  

MH 粒子においては、上昇運動と同様に膜上運動でも粒子径が変わることで速度に違い

が生じると考えられる。しかしながら、MH 粒子の膜上運動の観測実験では粒子の径およ

び粒子の速度は評価対象とはしなかったため、本研究ではそれらの影響について数値シミ

ュレーションにおける定量的な再現は行わないものとした。そのため、本解析では実環境

にて計測された MH 粒子の径の範囲内である 7 mm の径を用いて計算を行った。 
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Fig. 27 Velocity of the particle when membrane angle is 5 degrees 

 

 

Fig. 28 Velocity of the particle when membrane angle is 10 degrees 
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Fig. 29 Velocity of the particle when membrane angle is 15 degrees 

 

 

Fig. 30 Velocity of the particle when membrane angle is 20 degrees 

 



36 

 

 

Fig. 31 Velocity of the particle when membrane angle is 25 degrees 

 

 

Fig. 32 Velocity of the particle when membrane angle is 30 degrees 
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Table 3 に Fig. 27～32 より得られたそれぞれの角度における粒子と膜材の接触面にお

ける静止摩擦係数を示す。これら 6 つの値に関して、特定の角度における静止摩擦係数よ

り小さい値の摩擦係数はその角度において動摩擦係数であり、その値を摩擦係数として与

えられた粒子は膜上で流動する。また、静止摩擦係数より大きい値の摩擦係数は静止摩擦

係数と同義であり、その値を摩擦係数として与えられた粒子は膜上で静止する。実験にお

いては粒子が膜上で流動する際の速度は考慮しておらず、流動するか静止するかでのみ評

価している。そのため、実験結果を再現するには特定の角度における粒子の流動割合に一

致するように動摩擦係数の値を粒子に与えれば良い。そこで、数値シミュレーションにお

いて Table 3に示した 6つの摩擦係数の値をそれぞれ指定した割合で投入する粒子に割り

振れるようにした。例えば、20 度の角度において動摩擦係数となる値である 0.09、0.18、

0.28 がそれぞれ粒子に与えられる割合の合計が 20%になるように設定したとき、計算結

果として膜上を流動する粒子数の割合が投入粒子数に対して 20%になれば実験結果を再

現できるモデルであるといえる。そのため、この方法で再現モデルの構築が可能かどうか

を数値シミュレーションの結果により検証する。 

検証では膜構造物への利用が検討されている膜材 A と膜材 C の 2 種類の実験結果を対

象に行う。Table 4 に膜材 A と膜材 C の実験結果として、各角度において流動した粒子の

割合を示す。これらの割合を再現するように計算条件として摩擦係数を割り振る割合を決

定する必要がある。どのような割合で割り振るかに関しては膜材 C を例に考えた。まず、

実験において膜材の角度が大きくなるにつれて粒子が流動する割合も増加することから

最終的にその割合が 100％に達すると仮定し、それらの割合を累積割合として考える。そ

のとき、Fig. 33 で示すように角度がひとつ大きくなるにつれて割合が累積していく。そ

の累積分の割合のそれぞれを各摩擦係数が粒子に割り振られる割合とし、Table 5 に示す。

このとき、前述の例に倣うと、20 度の角度において動摩擦係数となる値である 0.09、0.18、

0.28 がそれぞれ粒子に与えられる割合は 1%、9%、9%であり、その合計は 19%である。

Table 4 で示した膜材 C の 20 度における粒子の流動割合は 19％であり、理論的には再現

しているといえる。膜材 A に関しても同様に考えるとき、実験における流動性が 5 度で

は 0%、10 度以降では 100％であることから摩擦係数 0.09 を 100％で割り振ればいいと

し、Table 5 に示す。 
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Table 3 Static friction coefficient at each angle in numerical simulation 

Angle [deg] 5 10 15 20 25 30 

Friction coefficient 0.09 0.18 0.28 0.37 0.47 0.59 

 

Table 4 Sliding rate of MH particles on the membrane A and C 

Angle [deg] 5 10 15 20 25 30 

Sliding rate (Membrane A) 0% 100% 100% 100% 100% 100% 

Sliding rate (Membrane C) 0% 1% 10% 19% 37% 96% 

 

Table 5 Percentage of friction coefficient in simulation of the membrane A and C 

Friction coefficient 0.09 0.18 0.28 0.37 0.47 0.59 

Percentage (Membrane A) 100% 0% 0% 0% 0% 0% 

Percentage (Membrane C) 1% 9% 9% 18% 59% 4% 

 

 

Fig. 33 Cumulation of sliding rate of MH particle on the membrane C 
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Table 5 に示したそれぞれの条件の下、各角度において 100 個の粒子を計算した。計算

結果として得られた各角度の粒子の流動割合を実験結果とともに Fig. 34 に示す。実験結

果に対する数値シミュレーション結果の誤差はどちらの膜材に関しても 5%以下であり、

数値シミュレーション結果は実験結果を再現していると言える。このことから、Table 3

で示した摩擦係数を適切な割合で割り振るという前述の方法を用いることで実験の結果

を再現したモデルが構築可能であり、他の膜材の場合においても同様の方法で再現が可能

であると考えられる。その際の各膜材に対する摩擦係数の割り振り割合を Fig. 35 に示す。

ここで、膜材角度が 5 度の場合でも粒子が流動する膜材があることから、５度における動

摩擦係数を 0.01 として定義している。 

 

 

 

Fig. 34 Comparison of particle sliding rate on the membrane A and C  

between calculation and experiment 
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Fig. 35 Allocation rate of friction coefficient as simulation condition 

 

 

また、本解析において考慮しなかった粒子の膜上速度に対する粒子径の影響についても

解析を行って確認した。Fig. 36 に膜材 A に対する MH 粒子の再現モデルを用いて膜材角

度を 15 度に設定し、粒子径を変化させたときの膜上速度の計算結果を示す。粒子の径は

4～9 mm の間で 1 mm 刻みで 6 種類の径について計算を行った。Fig. 36 のグラフ内の左

側が上昇速度、右側が膜上速度に該当する。膜上速度に関しては、粒子径が小さくなるに

つれて膜上速度が増加していることが確認できる。通常、径が大きい粒子の方が粒子に働

く浮力が大きくなるため、膜上での速度も増加すると推測できる。しかしながら、Fig. 36

では粒子径の大きさと膜上速度が反比例しており、数値シミュレーション上の別の要因が

影響しているのだと考えられる。Fig. 36 で示した関係と同様の結果が実際の MH 粒子で

も得られるかは、膜上における粒子の径と流動速度に関する実測データがないため不明で

ある。また、粒子径の違いによる膜上速度への影響を考慮する場合、粒子の膜上流動性の

再現モデルにおける前述の静止摩擦係数を定義する方法では粒子径に合わせて静止摩擦

係数を定義し直す必要がある。 
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Fig. 36 Velocity of particles for different diameter, d [m] on the membrane A  

at an angle of 15 degrees 
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第４章 結言 

数値シミュレーションにおいて MH 粒子の運動モデルを構築するため、MH 粒子の水

中上昇運動および膜上運動の観測実験を行い、結果の再現を行った。 

MH 粒子の海水中における上昇運動に関しては、観測実験より粒子の径が上昇速度に大

きく影響する結果が得られた。上昇速度に関する理論式を実測値に近似することで半理論

式を取得し、粒子のレイノルズ数と抗力係数の関係を導いた。抗力係数を用いて解析結果

が実測値に一致するように解析を繰り返すことで抗力を定義し、数値シミュレーションに

おける MH 粒子の上昇速度の再現モデルを構築した。 

MH 粒子の膜上運動に関しては、膜材の種類および角度によって粒子の膜上流動性に違

いが生じる結果が得られた。数値シミュレーションにおいて粒子・膜材間の摩擦係数をパ

ラメータとして調節することで粒子の膜上速度が変わることから、各角度における静止摩

擦係数の値を定義した。それらの値を実験にて得た各膜材に対する粒子の流動割合を再現

するように設定することで、数値シミュレーションにおける MH 粒子の膜上流動性の再

現モデルを構築した。 

したがって、MH 粒子の観測実験で得られた水中上昇速度および膜上流動性については

数値シミュレーションにおいて再現可能な運動モデルを提案できると考えられる。しかし

ながら、本研究に関して上昇運動の場合では径が小さい粒子の速度ついては推測値であり、

粒子の形状およびそれに伴う上昇経路については考慮していない。また、膜上運動の場合

では粒子の径と速度、粒子どうしの影響については考慮していない。実際の MH 粒子の

運動に関しては様々な要因が影響していると考えられるため、運動モデルにはまだ改善の

余地がある。また、再現した運動に関してもより多くの実験データを参考にすればより精

度の高いモデルになると考えられる。 

MH 粒子の運動モデルの用途としては、MH および MH 粒子の回収に用いる膜構造物

の設計に必要なデータを数値シミュレーションにて取得するためである。今回構築した運

動モデルでは MH 粒子の膜上流動性を粒子がもつパラメータとして与えた。その場合、

検討する膜材に合わせて MH 粒子モデルの設定を変更しなければいけない。そのため、

膜構造物のモデル側に粒子の流動性をパラメータとして与えることで、様々な構造を有す

る膜構造物や劣化などで部分的に状態の異なる膜材に対する MH 粒子の挙動への影響を

再現することが可能になると考えられる。 
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